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⃝ 短時間強雨の発生の増加や台風の大型化等により、近年は浸水被害が頻発しており、既に地球温暖化の影
響が顕在化しているとみられ、今後さらに気候変動による水災害の頻発化・激甚化が予測されています。

③

②

①
④

⑤

⑥

⑦

※ここに例示したもの以外にも、全国各地
で地震や大雨等による被害が発生

【平成27年9月関東・東北豪雨】

①鬼怒川の堤防決壊による浸水被害

（茨城県常総市）

②小本川の氾濫による浸水被害

（岩手県岩泉町）

【平成28年8月台風第10号】 【平成29年7月九州北部豪雨】

③桂川における浸水被害

（福岡県朝倉市）

【平成30年7月豪雨】

④小田川における浸水被害

（岡山県倉敷市）

【令和元年東日本台風】 【令和2年7月豪雨】 【令和3年8月からの大雨】

⑤千曲川における浸水被害

(長野県長野市)

⑥球磨川における浸水被害

（熊本県人吉市）

⑦池町川における浸水被害

（福岡県久留米市）

■毎年のように全国各地で浸水被害が発生

【令和4年8月からの大雨】

⑧最上川における浸水被害

（山形県大江町）

⑧
■気候変動に伴う降雨量や洪水発生頻度の変化

⑤千曲川における浸水被害

(長野県長野市)

⑥球磨川における浸水被害

（熊本県人吉市）

⑦池町川における浸水被害

（福岡県久留米市）

気候変動シナリオ 降雨量 流量 洪水発生頻度

２℃上昇時 約１．１倍 約１．２倍 約２倍

４℃上昇時 約１．３倍 約１．４倍 約４倍

降雨量変化倍率をもとに算出した、流量変化倍率と洪水発生頻度の変化の一級水系における全国平均値

※ ２℃、4℃上昇時の降雨量変化倍率は、産業革命以前に比べて全球平均温度がそれぞれ2℃、4℃上昇した世界をシミュレーションしたモデルから試算
※ 流量変化倍率は、降雨量変化倍率を乗じた降雨より算出した、一級水系の治水計画の目標とする規模（1/100～1/200）の流量の変化倍率の平均値
※ 洪水発生頻度の変化倍率は、一級水系の治水計画の目標とする規模（1/100～1/200）の降雨の、現在と将来の発生頻度の変化倍率の平均値

（例えば、ある降雨量の発生頻度が現在は1/100として、将来ではその発生頻度が1/50となる場合は、洪水発生頻度の変化倍率は２倍となる）

気候変動による水災害の頻発化・激甚化
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気候変動に伴う大雨の発生頻度の変化

 より強度の強い雨ほど増加率が大きい傾向
 1時間に100mm以上の雨は40年前の倍に増加

【出典】気象庁HP「⼤⾬や猛暑⽇など（極端現象）のこれまでの変化」に掲載のデータをもとに⽔管理・国⼟保全局にて編集
棒グラフ（緑）︓短時間強⾬（１時間降⽔量50mm以上）の年間発⽣回数（アメダス1,300地点あたり）
太実線（⻘） ︓5年移動平均値
直線（赤） ︓⻑期変化傾向（この期間の平均的な変化傾向）

⼤⾬の発⽣頻度の変化（全国）【100mm/h以上】

1時間の
雨量

年間発生回数（平均）

1976～1985年 2013～2022年

100㍉
以上 2.2回 4.4回
80㍉
以上 14回 25回
50㍉
以上 226回 328回

2倍

約1.8倍

約1.5倍

1976〜1985

平均 226 回
1976〜1985

平均 226 回

約1.5倍

⼤⾬の発⽣頻度の変化（全国）【50mm/h以上】
2013〜2022

平均 328回

2013〜2022

平均 328回

⼤⾬の発⽣頻度の変化（全国）【80mm/h以上】
2013〜2022

平均 25回

2013〜2022

平均 25回

1976〜1985

平均 14 回
1976〜1985

平均 14 回

約1.８倍

2013〜2022

平均 4.4回

2013〜2022

平均 4.4回

1976〜1985

平均 2.2 回
1976〜1985

平均 2.2 回

約2.0倍

2023.1 気象庁HPにて公表
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流域治水の加速化・深化（流域治水プロジェクト2.0の展開）

 2℃に抑えるシナリオでも2040年頃には降雨量が約1.1倍、
流量が1.2倍、洪水発生頻度が2倍になると試算
現行の河川整備計画が完了したとしても治水安全度は目減り

グリーンインフラやカーボンニュートラルへの対応
インフラDX等の技術の進展

○ 気候変動の影響により当面の目標としている治水安全度が目減りすることを踏まえ、流域治水の取組を加速
化・深化させる。このために必要な取組を反映し『流域治水プロジェクト2.0』に更新する。

現状・課題 必要な対応

流量

期間

目標とする
完了時期

現在

気候変動下においても、目標とする治水安全度を
現行の計画と同じ完了時期までに達成する

あらゆる関係者による、様々な手法を活用した、
対策の一層の充実を図る

※現行の計画と同じ完了時期までに目標とする治水安全度を達成するため、
様々な手法を活用し、集中的に整備を進めることが必要

必要な対応のイメージ

⇒全国109水系で、上記の対策内容を反映した『流域治水プロジェクト2.0』に順次更新する

気候変動
シナリオ

降雨量
（河川整備の基本とする洪水規模）

２℃上昇 約1.1倍

全国の平均的な
傾向【試算結果】

流量

約1.2倍

降雨量が約1.1倍となった場合

様々な手法の活用イメージ

同じ治水安全度を確保するためには、
目標流量を1.2倍に引き上げる必要

同じ治水安全度

＝

＜気候変動に対応した
計画＞
6000トン

（50年に一度の洪水）

＜現行計画＞
5000トン

（50年に一度の洪水）

◆治水施設の多面的機能の活用
・平時における遊水地内の利活用
・MIZBEステーションの整備
（防災×賑わい創出）

◆溢れることも考慮した減災対策の推進
・粘り強い河川堤防の整備
・貯留機能保全地域における、
宅地・事業所等のかさ上げ・移転

◆インフラDX等の新技術の活用
・洪水予測の高度化
・浸水センサの導入
・ドローンによる河川管理の
高度化・効率化

◆治水施設の多面的機能の活用
・ハイブリッドダムの取組推進

流域治水

3



○ 近年の水災害による甚大な被害を受け、施設能力を超過する洪水が発生するものへと
意識を改革し、氾濫に備える、「水防災意識社会」の再構築を進めてきた。

○ 今後、この取組をさらに一歩進め、気候変動の影響や社会状況の変化など
を踏まえ、あらゆる関係者が協働して流域全体で対応する「流域治水」の推進。

流
域
治
水

治水対策
を転換

従
来
の
治
水

防災・減災が主流となる社会「水防災意識社会」
の再構築

気候変動
社会動向の変化

（人口減少・Society5.0など）

河川、下水道、砂防、海岸等
の管理者主体のハード対策

役割分担を明確化した対策

河川区域や氾濫域において対
策を実施。

河川区域等が中心の対策

国・都道府県・市町村、企業・
住民など流域全体のあらゆる関
係者による治水対策

河川区域や氾濫域のみならず、
集水域含めた流域全体で対策を
実施。

あらゆる関係者の協働による対策

あらゆる場所における対策

（令和２年７月 気候変動を踏まえた水災害対策のあり方について（答申） 概要より）

「流域治水」の推進
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○気候変動の影響や社会状況の変化などを踏まえ、河川の流域のあらゆる関係者が協働して流
域全体で行う治水対策、「流域治水」へ転換。

○治水計画を「気候変動による降雨量の増加などを考慮したもの」に見直し、集水域と河川区域
のみならず、氾濫域も含めて一つの流域として捉え、地域の特性に応じ、対策をハード・ソフト
一体で多層的に進めます。

集水域

流水の貯留
[国・県・市・利水者]

治水ダムの建設・再生、
利水ダム等において貯留水を
事前に放流し洪水調節に活用

[国・県・市]
土地利用と一体となった遊水
機能の向上

持続可能な河道の流下能力の
維持・向上
[国・県・市]

河床掘削、引堤、砂防堰堤、
雨水排水施設等の整備

氾濫水を減らす
[国・県]

「粘り強い堤防」を目指した
堤防強化等

雨水貯留機能の拡大
[県・市、企業、住民]

雨水貯留浸透施設の整備、
ため池等の治水利用

浸水範囲を減らす
[国・県・市]

二線堤の整備、
自然堤防の保全

リスクの低いエリアへ誘導／
住まい方の工夫

[県・市、企業、住民]
土地利用規制、誘導、移転促進、
不動産取引時の水害リスク情報提供、
金融による誘導の検討

河川区域

氾濫域 氾濫域土地のリスク情報の充実
[国・県]

水害リスク情報の空白地帯解消、
多段型水害リスク情報を発信

避難体制を強化する
[国・県・市]

長期予測の技術開発、
リアルタイム浸水・決壊把握

経済被害の最小化
[企業、住民]

工場や建築物の浸水対策、
BCPの策定

住まい方の工夫
[企業、住民]

不動産取引時の水害リスク情報
提供、金融商品を通じた浸水対
策の促進

被災自治体の支援体制充実
[国・企業]

官民連携によるTEC-FORCEの
体制強化

氾濫水を早く排除する
[国・県・市等]

排水門等の整備、排水強化

②被害対象を減少させるための対策
①氾濫をできるだけ防ぐ

・減らすための対策
③被害の軽減、早期復旧・

復興のための対策

「流域治水」の施策のイメージ
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早めの避難により被害を免れた事例（福岡県久留米市 田主丸（たぬしまる）中央病院）

●令和5年7月10日の大雨により、福岡県久留米市にある田主丸中央病院では、明け方から病院内に水が流れ込み、1階部
分が30cm程浸水したが、1階入居者約50人を2階に垂直避難させ、人的被害はなかった。

●施設ではハザードマップを通して、河川氾濫など水害の危険性を認識していた。
●水防法に基づく避難確保計画を作成しており、毎年避難訓練を実施するなど災害に対する備えの意識が高かった。

病院側のコメント

早期に垂直避難の開始に踏み切れたのは、普段から
の訓練と雨雲レーダーなどからの迅速な状況判断によ
るところが大きい。

浸水によりエレベーターが止まった後では、今回の避
難は完遂できなかっただろう。

エレベーターにて患者約50人を2階へ避難。
全員避難させた後、停電によりエレベーターが停止。

久留米市 浸水ハザードマップ 水位

日時

（７月１０日）
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能登半島地震で避難訓練が効果を発揮した事例（石川県珠洲市）

 令和６年1月1日に発生した能登半島地震では石川県珠洲市等おいて津波浸水被害が発生。
 珠洲市で浸水被害のあった範囲は、津波ハザードマップの浸水想定区域内。
 なお、報道によると、珠洲市三崎町寺家下出地区では、約40世帯90⼈ほどの住⺠（⼤半が
高齢者）が、近所同士で声を掛け合い5分以内に高台に避難。東日本⼤地震以降、津波を
想定した
避難訓練を年1，2回続けていた。住⺠は「奇跡じゃなくて、訓練が生きた」と振り返る。

※令和６年１月16日 時事通信社報道

珠洲市三崎町寺家下出地区

避難先：集会場

青囲：浸水範囲（推定）
1／16時点国土交通省公表
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×
×

■水害リスク情報の空白域において浸水被害が多発

○ 近年、中小河川等の水害リスク情報の提供を行っていない水害リスク情報の空白域で多くの浸水被害が発生。

○ 水害リスク情報の空白域を解消するため、水防法を改正し、浸水想定区域図及びハザードマップの作成・公表
の対象を全ての一級・二級河川や海岸、下水道※に拡大。

○ 洪水及び高潮浸水想定区域図は令和７年度までに完了を目指し、雨水出水浸水想定区域図は令和７年度ま
でに約８００団体完了を目指す。

■水防法を改正し、浸水想定区域の指定対象を拡大

※「全ての一級・二級河川や海岸、下水道」とは、住宅等の防護対象のある全ての一級・二級河川や海岸、浸水対策を目的として整備された全ての下水道のこと。

・令和元年東日本台風では、堤防が決壊した７１河川のうち４３河川（約６
割）、内水氾濫による浸水被害が発生した１３５市区町村のうち１２６市区
町村（約９割）が水害リスク情報の空白域。

水害リスク情報空白域
における浸水被害

中心市街地の浸水
（令和元年8月の前線に伴う大雨）

佐賀県佐賀市
水害リスク情報の空白域における水害事例

宮城県丸森町

丸森町（字神明南地内）の被災状況
（令和元年東日本台風）

まるもりまち あざしんめいみなみちない

洪

水

浸水想定区域図 ハザードマップ

洪 水
（河川）

令和７年度までに完了※

令和８年度までに完了目標

高 潮
（海岸）

浸水想定区域図作成後速やかに作成
雨水出水
（下水道）

令和７年度までに約８００団体完了※

・河川（洪水浸水想定区域）では約１５，０００河川、下水道（雨水出水浸水想定区域）
では約１，１００団体、高潮(高潮浸水想定区域)が新たに指定対象として追加。

凡例
×：人的被害

※ 第５次社会資本整備重点計画KPIに位置付け

高

潮

浸水想定区域図・ハザードマップの空白域の解消

浸水想定区域（洪水、雨水出水、高潮）の指定対象数

雨
水
出
水
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洪水（河川） 高潮（海岸） 雨水出水（下水道）

事業名 水害リスク情報整備推進事業 津波・高潮危機管理対策緊急事業 内水浸水リスクマネジメント推進事業

浸水想定区域図
ハザードマップ※

浸水想定区域図 ハザードマップ 浸水想定区域図 ハザードマップ

実施
主体

都道府県 市町村 都道府県、市町村 市町村
都道府県、市町

村
市町村

補助率 １／３ １／２ １／２

支援
期間

令和７年度まで 令和８年度まで － －

対象
全ての一級、二級河川のうち、防災・安全交
付金による河川事業を実施していない河川

津波・高潮危機管理対策緊急事業に該当す
る海岸

下水道事業（都市下水路を含む）を実施する
全ての地方公共団体

備考
（その他
注意事
項等）

○支援期間終了後、洪水浸水想定区域図及び洪
水ハザードマップの作成は、原則、効果促進事
業による更新のみを対象とする。

○令和８年度以降、原則、都道府県ごとに
全ての河川で洪水浸水想定区域図が
公表されていることを防災・安全交付金
の河川事業の交付要件とする。

○高潮浸水想定区域図の作成、津波浸水想定図
の作成、ハザードマップ作成支援等が実施可
能。

○本事業の交付対象者は、海岸管理者

○浸水想定区域図等の作成に加え、避難行動に
資する情報・基盤の整備や、雨水管理総合計
画の策定も本事業の支援対象とする。

○令和８年度以降、最大クラスの内水に対応した
浸水想定区域図が作成されていることを、雨水
対策事業に対する交付金の重点配分の要件と
する※。

■水害リスク情報の空白域解消に資する予算支援制度

※都道府県が市区町村に対し事業費の
１／３以上を負担する場合に限る。

○ 浸水想定区域図等の作成を支援するため、防災・安全交付金において基幹事業を創設。

基幹事業を創設し、ハード整備がない場合であっても浸水想定区域図やハザードマップの作成を支
援

令和４年度
より

※雨水出水浸水想定区域の指定対象団体を対象とする。

防災・安全交付金における基幹事業の創設
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まるごとまちごとハザードマップ

【概要】
• 居住地域をまるごとハザードマップと見立て、生活空間である“まちなか”に水防災にかかわる各種情報（想
定浸水深や避難所の情報等）を標示する

• 市区町村が作成、公表する洪水ハザードマップの情報の更なる周知を図るため実施
【期待される効果】

• 自らが生活する地域の洪水の危険性を実感できる
• 危機意識の熟成と洪水時避難所等の認知度の向上が図られる
• 洪水ハザードマップの更なる普及推進が図られる

＜取組事例＞

〔出典：まるごとまちごとハザードマップ実施の手引き〕

電柱に浸水想定深や
避難所の情報等を標示

【普及に向けた支援】
・ 防災・安全交付金による補助金制度が適用可能
・ まるごとまちごとハザードマップ取組事例集を改定（令和6年4月）

人目につきやすい
集客施設等の入り口に表示

対象災害と避難場所としての
機能を併記
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マイ・タイムラインの取組・支援

• 「マイ・タイムライン」とは、住民一人一人が「いつ」・「何をするのか」といった災害時の避難行動を時
系列的に確認する取組です。

• 国土交通省では、マイ・タイムラインの普及・啓発等を通して、災害リスクの周知徹底と住民一人ひ
とりの防災意識の向上を図り、円滑な避難行動の支援に取り組んでいます。

■防災・安全交付金による財政支援

河川事業（ハード整備）と一体となってその効果を一層高める
ために必要な事業として、効果促進事業により、マイ・タイムラ
イン普及に向けた取組を支援（補助率１／２）

■ファシリテーターの育成

■マイ・タイムラインの作成支援

マイ・タイムラインを普及させるため、気象キャスター、防災士、
消防団、水防団等に対して、ワークショップ等のファシリテー
ターを育成する講習会を開催

実施方法などを取りまとめた「かんたん検討ガイド」や、ワーク
ショップの開催の手引き等を公表

全国でのマイ・タイムライン取組事例を取りまとめ、国交省の
WEBサイトに公開

■防災教育

地域と連携しながら、マイ・タイムラインの作成や防災教育を通
じて防災意識の向上を促進

小学生を対象とした防災教育
（新潟県長岡市）

日本防災士機構・日本防災士会と
連携した研修会

消防団を対象とした講習会
（山形県酒田市）

要配慮者のマイ・タイムライン
作成中の様子（岡山県倉敷市）
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「重ねるハザードマップ」のユニバーサルデザイン化

○ 視覚障害者でも、音声読み上げソフトを利用することで自宅等の災害リスクを知ることができるよ
う「重ねるハザードマップ」を改良。（令和5年5月30日運用開始）

○ アイコンや地図上をクリックしなくても住所を入力する、または現在地を検索するだけで、その地点
の災害リスクが自動的に文章で表示される機能を追加。

• 音声読み上げに配慮したシンプルな構成
• 住所入力 または 現在地検索すると、地図画面に移り、

その場所の災害リスクが文章で表示される

トップページの改良 文章による災害リスクの説明

• 浸水深だけでなく、浸水の程度（床下、床上、２階まで浸水など）
を補足説明

• 災害時に取るべき行動（立退き避難の必要性、垂直避難や屋
内安全確保の可否など）を解説

• 取るべき避難行動に対応した背景色でハザードレベルが一目で
分かるよう表現 12



要配慮者利用施設における避難確保計画の作成と訓練の実施
【水防法、土砂災害防止法】

【要配慮者利用施設の避難確保措置のイメージ】

要配慮者利用施設
（社会福祉施設、学校、医療施設）

※市町村地域防災計画に位置付けられたものに限る

避難確保計画

避難訓練 助言・勧告

報告

市町村長

（所有者又は管理者）

 岩⼿県岩泉町の被災を受けて、平成２９年に⽔防法と⼟砂災害防⽌法が改正され、
市町村の地域防災計画に位置づけられた⾼齢者施設等の要配慮者利⽤施設は、
避難確保計画の作成と市町村への報告、避難訓練の実施が義務づけられました。

 熊本県球磨村の被災を受けて、令和３年に⽔防法と⼟砂災害防⽌法が改正され、
市町村への訓練結果の報告が義務づけられ、避難確保計画や訓練結果の報告を
受けた市町村が管理者等に対して助⾔・勧告する⽀援制度が創設されました。

赤字： 義務
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水防法等に基づく要配慮者利用施設における取組状況 (令和5年9月30日時点）

市町村地域防災計画に位置づけられ
ている要配慮者利用施設の数

122,314

うち、避難確保計画を作成した
施設の数

106,634

うち、計画に基づく避難訓練
を実施した施設の数

48,305※

市町村地域防災計画に位置づけられ
ている要配慮者利用施設の数

22,300

うち、避難確保計画を作成した
施設の数

19,879

うち、計画に基づく避難訓練
を実施した施設の数

10,175※

○ 国土交通大臣又は都道府県知事が指定
した洪水予報河川又は水位周知河川の浸
水想定区域内に立地し、市町村防災会議
等が作成する市町村地域防災計画に位置
付けられた要配慮者利用施設が対象。

○ 都道府県知事が指定した土砂災害警戒
区域内に立地し、市町村防災会議等が作
成する市町村地域防災計画に位置付けら
れた要配慮者利用施設が対象。

水防法関係

土砂災害防止法関係

＜水防法＞
市町村地域防災計画に位置づけられている要配慮者利用施設 ： 122,314

うち 避難確保計画を作成済み ： 106,634
＜土砂災害防止法＞
市町村地域防災計画に位置づけられている要配慮者利用施設 ： 22,300

うち 避難確保計画を作成済み ： 19,879
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（※：令和5年3月31日時点）

（※：令和5年3月31日時点）



要配慮者施設の避難訓練支援ツールの紹介

URL ： https://www.ktr.mlit.go.jp/river/bousai/index00000029.html
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ワンコイン浸水センサ実証実験
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